
平成２９年度 　　帰還環境整備事業等

農林水産省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県、市町村又

は地方公共団体の組合
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(14,432) (14,432) (11,184)

0 0 0

＜14,432＞ ＜14,432＞ ＜11,185＞

(636,419) (636,419) (493,224)

0 0 0

＜636,419＞ ＜636,419＞ ＜493,224＞

(16,364) (16,364) (16,364)

0 0 0

＜16,364＞ ＜16,364＞ ＜16,364＞

(43,140) (43,140) (33,433)

0 0 0

＜43,140＞ ＜43,140＞ ＜33,433＞

(0) (0) (0)

50,281 50,281 38,967

＜50,281＞ ＜50,281＞ ＜38,967＞

(710,355) (710,355) (554,205) (0) (0)

50,281 50,281 38,967 0 0

＜760,636＞ ＜760,636＞ ＜593,173＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
飯舘村 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（再生加速化）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（再生加速化）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。

19   (5)  -  42  -   1  -  

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 総務課企画係 松本　義之

市町村名 電話番号 0244-42-1613 y-matsumoto@vill.iitate.fukushima.jp

合計額

             

 (5)  -  42  -

 飯舘村農業基盤整備促進事業（飯舘２
期地区）

 飯舘村  村  飯舘村  直接 5/9

5/9

82   (5)  -  42  -   5  -  

  農業基盤整備促進事業（大森地区）  飯舘村  村  飯舘村  直接55    4  -

 -

 飯舘村  直接 5/9

54   (5)  -  40  -   3

  3  -  
 農業基盤整備促進事業
（深谷地区）

 飯舘村  村51   (5)  -  42  -

 直接 定額

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 
 営農再開支援水利施設等保全事業(飯
舘地区)

 飯舘村  村  飯舘村

 飯舘村農業基盤整備促進事業（飯舘1
期地区）

 飯舘村  村  飯舘村  直接 5/9

（様式１－４）

飯舘村 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成２９年７月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２９年度 　　帰還環境整備事業等

復興庁

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県、市町村又

は地方公共団体の組合
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(161,888) (161,888) (161,888)

123,551 123,551 123,551

＜285,439＞ ＜285,439＞ ＜285,439＞

(127,240) (127,240) (127,240)

20,830 20,830 20,830

＜148,070＞ ＜148,070＞ ＜148,070＞

(289,128) (289,128) (289,128) (0) (0)

144,381 144,381 144,381 0 0

＜433,509＞ ＜433,509＞ ＜433,509＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
飯舘村 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（再生加速化）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（再生加速化）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 総務課企画係 松本　義之

市町村名 電話番号 0244-42-1613 y-matsumoto@vill.iitate.fukushima.jp

合計額

             

    

             

         

 -

 飯舘村  直接 定額

6   (2)  -  19  -   2

  1  -   飯舘村帰還再生生活道路整備事業  飯舘村  村5   (2)  -  19  -

 直接 定額

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  飲料水安全確保支援事業  飯舘村  村  飯舘村

（様式１－４）

飯舘村 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成２９年７月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２９年度 帰還環境整備事業等

国土交通省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県、市町村又

は地方公共団体の組合
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(53,784) (53,784) (47,061)

0 0 0

＜53,784＞ ＜53,784＞ ＜47,061＞

(0) (0) (0)

363,410 363,410 317,983

＜363,410＞ ＜363,410＞ ＜317,983＞

(42,102) (42,102) (33,681)

0 0 0

＜42,102＞ ＜42,102＞ ＜33,681＞

(838) (838) (670)

0 0 0

＜838＞ ＜838＞ ＜670＞

(13,125) (13,125) (10,500)

109,679 109,679 87,743

＜122,804＞ ＜122,804＞ ＜98,243＞

(17,220) (17,220) (15,067)

0 0 0

＜17,220＞ ＜17,220＞ ＜15,067＞

(7,719) (7,719) (6,175)

0 0 0

＜7,719＞ ＜7,719＞ ＜6,175＞

(0) (0) (0)

100,569 100,569 80,455

＜100,569＞ ＜100,569＞ ＜80,455＞

(134,788) (134,788) (113,154) (0) (0)

573,658 573,658 486,181 0 0

＜708,446＞ ＜708,446＞ ＜599,335＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
飯舘村 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（再生加速化）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（再生加速化）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 総務課企画係 松本　義之

市町村名 電話番号 0244-42-1613 y-matsumoto@vill.iitate.fukushima.jp

合計額

 村  飯舘村  直接53  ◆  (1)

81  ◆  (1)  -    5  -   2  -   2
 福島再生賃貸住宅整備事業
（深谷団地集会所・駐車場整備）  飯舘村  村  飯舘村  直接 -

 -    1  -   2  -

 -

 飯舘村  直接 -  3  草野地区集会所等整備事業
 飯舘村草野地

区
 村

 直接 3/4  災害公営住宅桶地内団地建替え事業
 飯舘村飯樋地

区
 村  飯舘村

-  1  飯樋町桶地内集会所整備事業  飯舘村

  2

  1  -16  ◆  (1)  -    1  -

 (1)  -    5  -

17   (1)  -    1  -

 災害公営住宅大谷地団地建替え仮設物
置賃貸料

 飯舘村草野地
区

 村  飯舘村  直接 -

-

14  ◆  (1)  -    1  -   1  -   2

  1
 福島再生賃貸住宅整備事業（深谷団地
集会所・駐車場整備）

 飯舘村深谷地
区

 村  飯舘村  直接13  ◆   2  -

 -

 飯舘村  直接 3/4

12   (1)  -    5  -   2

  1  -  
 福島再生賃貸住宅用地取得造成事業
（深谷団地）

 飯舘村深谷地
区

 村11   (1)  -    7  -

 直接 3/4

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  福島再生賃貸住宅整備事業（深谷団地）
 飯舘村深谷地

区
 村  飯舘村

（様式１－４）

飯舘村 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成２９年７月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体


